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①

(注) 資本的収入額が資本的支出額に不足する額403,209,458円は、建設改良積立金74,339,733
 　資金3,000,000円、当年度分損益勘定留保資金283,747,970円で補てんした。

地方公営企業法第
２６条の規定によ
る繰越額

第１款

第３項
特 別 損 失

第３項 特 別 利 益

流    用
増 減 額

地方公営企
業法第２４
条第３項の
規定による
支出額

　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　算

予 備 費
支 出 額

当 初 予 算 額

令 和 ７ 年 度 泉 大 津 市

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

区 分

　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　算

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
地方公営企業法第２４条第３
項の規定による支出額に係る
財源充当額

第１款 水 道 事 業 収 益 △ 9,054,000

第１項 営 業 収 益 △ 23,387,000

第２項 営 業 外 収 益

小 計

支 出

区 分
補正予算額

水道事業費用
第１款

△5,847,000

営 業 費 用
第２項

第１項
△5,639,000

営業外費用

（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出

第４項

収 入

区 分

予 備 費

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計
地方公営企業法第 条
の規定による繰越額に
係る財源充当額

　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　算

第１項 企 業 債 △ 197,478,000

第１款

支 出

第４項 他 会 計 負 担 金

区　　　分
補 正 予 算 額

流 用
増減額

△ 256,228,000
資 本 的 支 出

第１項
△ 256,424,000

建 設 改 良 費

企業債償還金
第２項

小 計当 初 予 算 額

　　　　予  　  　　　　　　　　　　  　算

第２項 工 事 負 担 金 △ 59,000,000

△208,000

資 本 的 収 入 △ 253,975,000

第３項 固定資産売却代金
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（単位：円）

うち、仮受消費税
及び地方消費税
うち、仮受消費税
及び地方消費税
うち、仮受消費税
及び地方消費税
うち、仮受消費税
及び地方消費税

（単位：円）

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

（単位：円）

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

（単位：円）

△ 829

　　　　　　　　　額

△ 789,300

備     考

△ 140,522,000

△ 18,253,200

△ 159,565,329

備 考
継続費逓次繰越

額に係る財源充

当額

合 計 決算額の増減
決 算 額

予算額に比べ

△ 56,173,229

△ 2,927,338

地方公営企
業法第２６
条第２項の
規定による
繰越額

不 用 額 備 考決 算 額

△ 59,100,892

備 考
合 計 決 算 額 の 増 減

水 道 事 業 決 算 報 告 書

　額

決 算 額
予 算 額 に 比 べ

△ 325

地方公営企
業法第２６
条第２項の
規定による
繰越額

　　　額

合 計

額

不 用 額決算額

うち、仮払消費税及び地方消費税

円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額42,121,755円、過年度分損益勘定留保

うち、仮払消費税及び地方消費税

翌　年　度　繰　越　額

合計
継続費
逓次繰
越額

地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

合計
継続費
逓次繰
越額
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（単位：円）

１

２

　

３

４

５

６

給 水 収 益

営 業 費 用

原水及び浄水費

②　令 和 ７ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 損 益 計 算 書 

営 業 収 益

その他の営業収益

業 務 費

総 係 費

配水及び給水費

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

加 入 金

他 会 計 負 担 金

経 常 利 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

（ 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで ）

長期前受金戻入

雑 収 益

雑 支 出

特 別 利 益

特 別 損 失

当年度未処分利益剰余金

前年度繰越利益剰余金

当年度純利益

その他未処分利益剰余金変動額

固定資産売却益

その他特別損失
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③　令 和 ７ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

受贈財産
評価額

工事負担金
他会計
負担金

その他資本
剰余金

前年度末残高

前年度処分額

当年度変動額

建設改良積立金取崩

当年度末残高

④　令 和 ７ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書（案）

（単位：円）

当年度末残高

△ 74,339,733

△ 74,339,733

(繰越利益剰余金)

処分後残高

処分後残高

資　本　金
未処分利益
剰　余　金

当年度純利益

議会の議決による処分額

資  　本
剰 余 金

条例による処分額

資　本　金         資  　 本　   剰　   余     金  

剰               　余                       金

議会の議決による処分額

資本金への組入

条例による処分額
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（単位：円）

資本剰余金
合計

建設改良
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

△ 22,120,730 △ 22,120,730 △ 22,120,730

△ 22,120,730 △ 22,120,730 △ 22,120,730

(前年度繰越利益剰余金)

△ 74,339,733

△ 74,339,733

(当年度未処分利益剰余金)

資 本 合 計利　益　剰　余　金        資  　 本　   剰　   余     金  

剰               　余                       金
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（単位：円）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

イ

ロ

　

イ 地方公共団体金融機構出資金

工具、器具及び備品

有形固定資産合計

無形固定資産合計

無形固定資産

電話加入権

投 資

庁舎利用権

メ ー タ ー

減価償却累計額

貯 蔵 品

△ 172,893,359

△ 62,967,389

　　⑤　令 和 7 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 貸 借 対 照 表
（ 令 和 ８ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

機械及び装置

有形固定資産

建 物

構 築 物

土 地

△1,407,975,921

減価償却累計額

△8,544,299,942減価償却累計額

△ 442,671,343

建設仮勘定

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

資 産 合 計

流動資産合計

車両運搬具

△ 14,143,308

投 資 合 計

固定資産合計

流 動 資 産

△ 8,708,679貸倒引当金

未 収 金

現 金 預 金
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イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 退職給付引当金

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 賞与等引当金

イ 長期前受金

収益化累計額

イ

ロ

ハ

ニ

イ 建設改良費積立金

ロ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰 余 金

資 本 合 計

資本剰余金合計

資本剰余金

利益剰余金

その他資本剰余金

資　　　本　　　の　　　部

預 り 金

△4,345,861,168

長期前受金

負 債 資 本 合 計

未 払 金

繰 延 収 益

負　　　債　　　の　　　部

工事負担金

企 業 債

剰余金合計

固定負債合計

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金

流動負債合計

引 当 金

固 定 負 債

資 本 金

他会計負担金

負 債 合 計

繰延収益合計

受贈財産評価額

資 本 金 合 計

資 本 金
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

イ．貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切り下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

建物　１３年～５０年

構築物　１０年～６０年

機械及び装置　６年～２２年

メーター　８年

車両運搬具　５年

工具、器具及び備品　３年～１５年

ロ．無形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

庁舎利用権　５０年

（３）引当金の計上方法

イ．退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手

当の要支給額に相当する金額を計上している。

ロ．賞与等引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支払に

備えるため、当事業年度末における支給見込額等に基づき、当事業年

度の負担に属する額を計上している。

ハ．貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収

不能見込額を計上している。

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．減損損失に関する注記

　当事業年度において、次の資産グループについて減損の兆候を認識した。

注注　　記記

用　途 種　類 場　所

遊休資産
（配水場用地） 土地 泉大津市板原４０２－１他７筆
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　水道事業に使用している固定資産は、その全てが一体となってキャッシュ・

フローを生成していることから、原則として全体を単一の資産グループとして

いる。また、遊休資産については個別資産ごとにグループ化している。

　上記資産グループは、取得後に用地の一部が公園として都市計画決定された

り、河川保全区域に指定されたことなどにより遊休資産化したため、減損の兆

候を認識している。

　なお、固定資産税評価額を基礎として算出した正味売却価額が帳簿価額を上

回るため、減損損失は認識していない。

３．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　重要な非資金取引の内容

　当年度、受贈財産として計上した資産の額は２５，４７４，８９４円である。

４．その他

（１）退職給付引当金の取り崩し

　当事業年度において、退職手当の支給に充てるため、退職給付引当金

２７，５５７，４７６円を取り崩した。

（２）賞与等引当金の取り崩し

　当事業年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法

定福利費の支払いに充てるため、賞与等引当金１１，４０１，４３２円を

取り崩した。

（３）貸倒引当金の取り崩し

　当事業年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒

引当金２，１３０，７４４円を取り崩した。
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１．概　　　　要

（１）総　括　事　項

（イ）　給　水　状　況　等

増加し、一年を通じて安全で良質な水の安定給水が図られた。

減少し、有収率は、93.2％と前年度比0.4ポイントの下降がみられた。

新事業を計画的に進め、漏水防止及び有収率の向上に努める。

（ロ）建　設　事　業　の　状　況

（ハ）　 財　政　状　況

① 　収益的収支（消費税抜き）

69,331,102円（55.9%）が主な要因である。

総費用については、 円で前年度 円 に比較し

負担金として計上した特別損失 円を除く経営費用が

円で、前年度に比較して 円 の減となっており、修繕費の減

配 水 管 網 の 整 備 と し て 、 老 朽 管 更 新 工 事 等 口 径 ㎜ ～

についても前年度に比べて減少している。

方で、長期前受金戻入が 円（ ％）の増、加入金が 円

収支差し引きでは 円（前年度 円）の純利益を計上す

て 円 ％ の減となった。これは旧泉北水道企業団施設撤去等

に伴う特別利益 円を除いた経常収益では 円で、前年

度と比較して 円（ ％）の増となっている。これは給水収益が

㎜ 延 長 を 施 工 、 及 び 堺 泉 北 港 関 連 の 水 道 施 設 整

に比較し 円（ ％）増加したが、旧泉北水道企業団所有地売却

⑥ 令 和 ７ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 報 告 書

本年度の年間配水量は ㎥で前年度 ㎥ に比較して ％

の増、又、有効水量は ㎥で前年度 ㎥ に比較して ％

本年度の有収水量は ㎥で前年度（ ㎥ に比較して ％

本年度における総収益は、 円で前年度（ 円）

有収水量の減により前年度と比較して 円（ ）の減となった一

今後とも水資源有効利用の観点から、全市域における漏水調査及び老朽管更

昨年度に比べ給水戸数は増加しているものの、給水人口は減少し、有収水量

ることとなり、前年度繰越利益剰余金及び建設改良積立金取崩とあわせて

（8.75%）の増となったことなどが主な要因である。

備事業として配水管布設工事 口径 ㎜ 延長 を施工した。

948,971,953円の剰余金となった。
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② 　資本的収支（消費税込み）

　

前年度（867,660,134円)に比較して190,193,005円(21.92％)の減となった。　

　

（２）経営指標に関する事項

とされる100％を、昨年度に引き続き下回った。

率は前年度比0.06ポイント増加の0.75％となっている。

計画的な施設更新に努める。

〈経営指標の推移〉

％ ％ ％ ％ ％

今後も、将来の更新需要に備え、現在の経営状況を維持しつつ、引き続き

割合を示す管路経年化率は前年度比 ポイント増加の ％、施設の老

朽化が進んでいるものの、当該年度に更新した管路延長の割合を示す管路更新

令和７年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支

比率は、営業外収益の増加に伴う経常収益の増により前年度比 ポイント

一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は

前年度比 ポイントの増加の ％、法定耐用年数を経過した管路延長の

なお、資本的収支の不足額 円については、建設改良積立金

円 、 過 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 円 、 当 年 度 分

損益勘定留保資金283,747,970円で補てんした。

円 、 当 年 度 分 消費 税及 び地 方消 費税 資本 的収 支調 整額

令和4年度 令和5年度 令和6年度令和3年度

経 常 収 支 比 率

料 金 回 収 率

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 率

管 路 経 年 化 率

本 年 度 に お け る 資 本 的 収 入 は 、 企 業 債 円 前 年 度

管 路 更 新 率

円 の計 円。これに対する資本的支出は 円で、

令和7年度

支出の内訳は、建設改良費 円 前年度 円 、企業債償

増加の ％となり、引き続き健全経営の水準とされる ％を上回った。

また料金水準の妥当性を示す料金回収率は、前年度比 ポイント増加の

％となったものの、事業に必要な費用が給水収益で賄えている状況

還金192,606,044円(前年度184,973,317円)となった。

円）、工事負担金 円 前年度 円 、固定資

産売却代金 円、他会計負担金 円 前年度
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　　　　(ニ)　普 及 の 状 況

人 人

人 人

戸 戸

人 人

％ ％

％ ％

　　(２)　議　会　議　決　事　項　

　　(３)　職　員　に　関　す　る　事　項　

定数 現在員 （　　）兼任

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

定数に会計年度任用職員は含まない。

令和７年　９月１０日 令和７年　９月１１日

５５人 　１７人

令和７年　９月１０日 令和７年　９月１１日

令和７年　９月１０日 令和７年　９月２９日

令和７年１２月１０日 令和７年１２月１１日

（令和８年３月３１日）

泉大津市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例
の一部改正の件

議案第６７号

認定第 ２ 号

議案第７５号

令和７年度泉大津市水道事業会計補正予算の件

令和６年度泉大津市水道事業会計決算認定の件

泉大津市水道事業給水条例の一部改正の件

議案第６８号 令和６年度泉大津市水道事業会計剰余金処分の件

議案第４７号 泉大津市水道事業給水条例の一部改正の件 令和７年　６月１８日 令和７年　６月１９日

区 分 令和８年３月３１日現在 令和７年３月３１日現在

行政区域内人口 ７２，１７８ ７２，５５６

計 画 給 水 人 口（ B ） ８１，０００ ８１，０００

給 水 戸 数 ３７，９５８ ３７，７７１

給 水 人 口 ７２，１７８ ７２，５５６

普 及 率
Ｄ÷Ａ×１００ １００．０ １００．０

Ｄ÷Ｂ×１００ ８９．１ ９０．０

番 号 件　　　　　　　　　　　名 提 出 年 月 日 議 決 年 月 日

議案第２１号 令和７年度泉大津市水道事業会計補正予算の件 令和８年　２月２４日 令和８年　２月２４日

議案第 ８ 号

議案第２７号 令和８年度泉大津市水道事業会計予算の件 令和８年　２月２４日 令和８年　３月１９日

区

分
部

長

次

長

参

事職

名

課

長

課

長

補

佐

総

務

係

サ
ー

ビ

ス

係

工

務

係

配

水

係

合

計

１１ １ ３

１

技
術
職
員

８２

１ １ ３ ８
業
務
職
員

１７２ ２３ ２１ ２ ３
計

任

用

職

員

会

計

年

度

１ １

議案第８８号 令和７年度泉大津市水道事業会計補正予算の件

水　　　道　　　課

参

事

１ １

令和８年　２月２４日 令和８年　２月２４日

令和７年１２月１０日 令和７年１２月１１日

１１

議案第１４号
大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及びこれに
伴う大阪広域水道企業団規約の変更に関する協議の件

令和８年　２月２４日 令和８年　２月２４日

事
務
職
員
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委 託 料 請 負 工 事 費 負 担 金 補 償 費 計

円 円 円 円 円

件数の( )は、内舗装復旧工事件数

口 径 　３０ｍｍ ２ 台

２．　工　　　　事

　(２)　資　産　取　得　の　状　況

(１) 建 設 改 良 工 事 の 概 況   

堺
　
泉
　
北
　
港

配水管布設工事

区
分

工　事　区　分 件数 工　事　内　容
工　　　　　　　　事　　　　　　　　　費 着 工 年 月 日

竣 工 年 月 日

１
配水管布設工事

φ100
651.4ｍ

令和

令和

計 １ 651.4ｍ

配
　
水
　
管
　
整
　
備

新　設　工　事
配水管布設工事

φ200
69.9ｍ

布設替工事

令和

計
１５

（３）

令和

改
　
良
　
工
　
事

１４
（３）

配水管布設替工事

φ50～φ200
舗装復旧工事

2,007.4ｍ
9,409.6㎡

令和

令和

小　計
１４

（３）
2,007.4ｍ
9,409.6㎡

2,077.3ｍ
9,409.6㎡

合　　　　計
１６

（３）

区 分 内 容 金　　　　額

メ ー タ ー
メ　ー　タ　ー

口 径 　１３ｍｍ ３２３ 台

口 径 　２０ｍｍ ４０２ 台

口 径 　２５ｍｍ ６６ 台

口 径 　４０ｍｍ １８ 台

口 径 　５０ｍｍ ２２ 台

口 径 　７５ｍｍ ９ 台

口 径 １００ｍｍ １ 台

８４３ 台 ４,０９３,１７５ 円

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 ４,０９３,１７５ 円

小　　　計
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　(３)　維 持 管 理 工 事 の 概 況

　　(イ)　配 水 管 仮 設 工 事

件

件 数 戸 数 件 数 戸 数 件 数 戸 数 件 数 戸 数 件 数 戸 数 件 数 戸 数

　　(ハ） 給 配 水 管 修 繕 工 事

配水管 消火栓 仕切弁 給水装置 計 配水管 消火栓 仕切弁 給水装置 計

件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件

道路上

屋　内

計

　　(ニ)　量水器修繕・取替工事及び開閉栓

件 数

件

件 件 件

件 件 件

件

　(１)　業　務　量

年度

区分

㎥ ㎥

㎥ ㎥

㎥ ㎥

ℓ ℓ

ℓ ℓ

本 年 度 前 年 度

口 径 件 数 延 長

　　(ロ)　給 水 装 置 工 事

新 設 工 事 改 造 工 事 引 込 工 事 臨 時 工 事 撤 去 工 事 合 計

区　分
有 料 無 料

合　計

区 分 内 容

修 繕  メーター改造(修理)

取 替 検 定 満 期 故 障

開 栓 新 設 再 開 栓

0.1％

　　(ロ)　配　水　量

本 年 度 前 年 度

閉 栓

３．　業　　務

　　(イ)　受　水　量

0.7％

対 前 年 度 伸 び 率

年 間配水量 0.1％
一日平均配水量

一人一日最大配水量 0.0％

一日最大配水量 △ 0.6％
一人一日平均配水量

0.1％

年度
区分

大阪広域水道
企業団

8,014,880㎥ 8,008,620㎥

対 前 年 度 伸 び 率
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　　(ハ)　給　水　量

 用　途
㎥ ％ ㎥ ％ ％

％ ％

％ ％

　　(ニ)　日常水質試験結果

 検水種別等

 試験項目等

． ．

水 温 ． ．

． ．

． ．

濁 度 ． ．

． ．

． ．

色 度 ． ．

． ．

． ．

Ｐ Ｈ ． ．

． ．

． ．

． ．

． ．

回

回

回

　　(ホ)　電　力　使　用　量

本   年   度 前   年   度

％

△ 1.4

△ 2.1

△ 26.5

未満

上記の他、水質基準項目全ての検査を行ったが、いずれも基準値以下であった。

年      度 対前年度伸び率

（延）

０．１㎎／㍑以上

（延）

受        水

市内給水栓水

配        水

（延）

使  用  量 ＫＷＨ ＫＷＨ

遊離残留塩素
(㎎／㍑)

平　　均

最　　高

最　　低

試 験 回 数

未満

平　　均

最　　高

最　　低

臭 味 異常なし 異常なし

平　　均

最　　高

(度) 最　　低

最　　高 未満 未満

(度) 最　　低 未満 未満

最　　低

平　　均 未満 未満

(℃)

中央配水場配水
市内給水栓

（市内７ヶ所平均）

平　　均

最　　高

有 収 率

有 効 率

合 計

無 収 水 量
事 業 用

計

メーター不感

そ   の   他

計 △ 0.4

そ の 他

福祉施設用

臨 時 用

公衆浴場用 △ 1.5

一 般 用有
　
収
　
水
　
量

家 事 用

官公署･学校･病院用

△ 31.7

年　度 本　　年　　度 前　　年　　度
対前年度伸び率

給　水　量 構　成　比 給　水　量 構　成　比

△ 0.5

水 質 基 準

－

2度以下

5度以下

5.8～8.6

異常でないこと
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1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

1．

3．

2．

1．

2．

3．

4．

5．

7．

1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

2．

3．

4．

5．

6．

7．

8．

9．

特 別 利 益

△ 39.3特 別 損 失 △6,750,406

長期前受金戻入

区　分 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額

△ 2,459,001 △ 0.2

年　度 本 年 度 前 年 度 対前年度との比較増減

△ 4,500,471

率

営 業 収 益

△ 0.3給 水 収 益

その他の営業収益

営 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金 △ 335,798 △ 3.9

加 入 金

対前年度との比較増減

皆増

計

構　成　比 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額

雑 収 益

年　度 本 年 度 前 年 度

率

人 件 費

区　分 金　　　　　額

△69,331,102 △ 55.9

物 件 費

修 繕 費

動 力 費 △47,328 △ 0.3

受 水 費

減 価 償 却 費

支 払 利 息

計 △12,048,858 △ 0.8

そ の 他

借  入  先 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

財  務  省 円 円 円 円

地方公共団体金融機構 円 円 円円

円計 円 円 円

２ 事 業 収 入 に関 する 事項

３ 事 業 費 用 に関 する 事項

４．　会　　　計

　企業債及び一時借入金の概況

　　　(イ)　企　　業　　債
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1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

1．

3．

2．

1．

2．

3．

4．

5．

7．

1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

2．

3．

4．

5．

6．

7．

8．

9．

特 別 利 益

△ 39.3特 別 損 失 △6,750,406

長期前受金戻入

区　分 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額

△ 2,459,001 △ 0.2

年　度 本 年 度 前 年 度 対前年度との比較増減

△ 4,500,471

率

営 業 収 益

△ 0.3給 水 収 益

その他の営業収益

営 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金 △ 335,798 △ 3.9

加 入 金

対前年度との比較増減

皆増

計

構　成　比 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額

雑 収 益

年　度 本 年 度 前 年 度

率

人 件 費

区　分 金　　　　　額

△69,331,102 △ 55.9

物 件 費

修 繕 費

動 力 費 △47,328 △ 0.3

受 水 費

減 価 償 却 費

支 払 利 息

計 △12,048,858 △ 0.8

そ の 他

借  入  先 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

財  務  省 円 円 円 円

地方公共団体金融機構 円 円 円円

円計 円 円 円

２ 事 業 収 入 に関 する 事項

３ 事 業 費 用 に関 する 事項

４．　会　　　計

　企業債及び一時借入金の概況

　　　(イ)　企　　業　　債

　　　(ロ)　一　時　借　入　金

前 年 度 末 残 高 本 年 度 末 残 高

円 円

本 年 度 最 高 借 入 残 高

円
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  ⑦　固　定　資　産　

　　　(１)　有　形　固　定　資　産　明　細　書

　　　(２)　無　形　固　定　資　産　明　細　書

計

円

資 産 の 種 類

電 話 加 入 権

庁 舎 利 用 権

年度当初現在高

円

当 年 度 増 加 額

建設仮勘定

計

年度当初現在高

円

資産の種類

土 地

建 物

構 築 物

機械及び装置

メーター

円 円

年度末現在高
当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

円

工具、器具及び備品

車両運搬具

当 年 度 減 少 額

円
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明  細　書

減 価 償 却 累 計 額
年度末償却未済高

当年度増加額 当年度減少額 累　　　　　計

円 円 円 円

当年度減価償却高 年 度 末 現 在 高

円 円
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 ⑧　　　企　　　業　　　債　　

平成 円 円 円

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

発 行 総 額
償　　還　　高

当年度償還高

上水道整備事業

種 類 発行年月日
償 還 高 累 計

同

同
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明　　　細　　　書

円 円 ％ 令和

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

償 還 終 期

財 務 省

未 償 還 残 高 発 行 価 額 借 入 先利 率

財 務 省

財 務 省

−24− −25−



平成 円 円 円

令和

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

上水道整備事業

同

償　　還　　高

当年度償還高 償 還 高 累 計

合　　　計

同

発行年月日 発 行 総 額

同

同

同

同

同

種 類

同

同

同

同

同

同
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円 円 ％ 令和

利 率

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

償 還 終 期

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

財 務 省

発 行 価 額未 償 還 残 高

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

借 入 先

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構
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(単位：円)

（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与等引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入

受取利息

支払利息

資産減耗費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　　　　　小計

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

一般会計及び他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高

△ 443,206,959

△ 401,451,459

△ 192,606,044

△ 105,886,978

△ 12,710,476

△ 57,752,716

⑨　令和７年度泉大津市水道事業キャッシュ・フロー計算書

（ 令和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ８ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

△ 135,728,080

△ 97,460,920

△ 3,278,401

△ 574,315

△ 26,343,558
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⑩　　参  　考 　 資 　 料

（注）

本文中

「法２４－３による支出額」とあるのは、「地方公営企業法第２４条第３項の規定による支出額」。

「法２４－３財源充当額」とあるのは、「地方公営企業法第２４条第３項の規定による支出額に係る財源充当額」。

「法２６による繰越額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条の規定による繰越額」。

「法２６財源充当額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条の規定による繰越額に係る財源充当額」。

「法２６－２による繰越額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額」。

「継続逓繰財源充当額」とあるのは、「継続費逓次繰越額に係る財源充当額」である。

−28− −29−



令和７年度泉大津市水道

（１）収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 当初予算額 補正予算額 法24-3財
源充当額 合　　計

　1　水道事業収益 △ 9,054,000

　1　営業収益 △ 23,387,000

給水収益

受託工事収益 △ 23,387,000

　2　営業外収益

受取利息

他会計負担金 △ 309,000

他会計補助金

加入金

長期前受金戻入

雑収益

　3　特別利益

固定資産売却益

△ 9,054,000

目

その他の営業収
益

収　益　合　計

区　　　　分 予　　　算　　　額

−30− −31−



事業決算報告書明細

単位（円）

予 算 現 額 決　算　額

△ 59,100,892

△ 56,173,229

△ 43,396,784

料金収益

受託工事収益

△ 12,776,445

手数料

受託料

△ 2,927,338

△ 324,685

貸付金利息

△ 472,827

他会計負担金

△ 169

他会計補助金

△ 4,692,000

加入金

△ 245,920

長期前受金戻入

不用品売却収益

その他雑収益

△ 325

△ 325

固定資産売却益

△ 59,100,892

(款）　　１　　水道事業収益 （項）　　　１　　営業収益

節
うち、仮受消費税及
び地方消費税

費　　目
決  算  額

予算額に比べ
決算額の増減

事業決算報告書明細

単位（円）

予 算 現 額 決　算　額

△ 59,100,892

△ 56,173,229

△ 43,396,784

料金収益

受託工事収益

△ 12,776,445

手数料

受託料

△ 2,927,338

△ 324,685

貸付金利息

△ 472,827

他会計負担金

△ 169

他会計補助金

△ 4,692,000

加入金

△ 245,920

長期前受金戻入

不用品売却収益

その他雑収益

△ 325

△ 325

固定資産売却益

△ 59,100,892

(款）　　１　　水道事業収益 （項）　　　１　　営業収益

節
うち、仮受消費税及
び地方消費税

費　　目
決  算  額

予算額に比べ
決算額の増減
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

１ 水道事業費用 △ 5,847,000

1 営業費用 △ 5,639,000

△ 1,184,000

△ 635,000

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

目

原水及
び浄水
費

配水及
び給水
費

区　　　分
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

給料

手当等

賞与等引当金繰
入額

法定福利費

備消耗品費

燃料費

光熱水費

委託料

手数料

修繕費

薬品費

受水費

給料

手当等

賞与等引当金繰
入額

法定福利費

備消耗品費

燃料費

印刷製本費

通信運搬費

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

決　算　額
法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

給料

手当等

賞与等引当金繰
入額

法定福利費

備消耗品費

燃料費

光熱水費

委託料

手数料

修繕費

薬品費

受水費

給料

手当等

賞与等引当金繰
入額

法定福利費

備消耗品費

燃料費

印刷製本費

通信運搬費

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

決　算　額
法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

目

区　　　分

△ 20,562,000

業務費

受託工
事費
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額
決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

委託料

手数料

賃借料

修繕費

請負工事費

動力費

材料費

保険料

公課費

手当等

備消耗品費

給料

手当等

賞与等引当金繰
入額

法定福利費

備消耗品費

燃料費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

負担金及び交付
金

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額
決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

委託料

手数料

賃借料

修繕費

請負工事費

動力費

材料費

保険料

公課費

手当等

備消耗品費

給料

手当等

賞与等引当金繰
入額

法定福利費

備消耗品費

燃料費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

負担金及び交付
金

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

目

区　　　分

総係費

減価償
却費

資産減
耗費
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額
決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

給料

手当等

賞与等引当金繰
入額

法定福利費

旅費

退職給付引当金
繰入額

備消耗品費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

研修費

負担金及び交付
金

保険料

公課費

貸倒引当金繰入
額

有形固定資産減
価償却費
無形固定資産減
価償却費

固定資産除却費

たな卸資産減耗
費

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額
決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

給料

手当等

賞与等引当金繰
入額

法定福利費

旅費

退職給付引当金
繰入額

備消耗品費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

研修費

負担金及び交付
金

保険料

公課費

貸倒引当金繰入
額

有形固定資産減
価償却費
無形固定資産減
価償却費

固定資産除却費

たな卸資産減耗
費

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

目

区　　　分

△ 208,000

支払利
息

△ 208,000

雑支出

消費税 △ 290,000

3 特別損失

その他
特別損失

4 予備費

予備費

△ 5,847,000

2 営業外費用

費　用　合　計
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額
決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

企業債利子

雑支出

消費税

その他特別損失

予備費

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　２　　営業外費用

単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額
決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

企業債利子

雑支出

消費税

その他特別損失

予備費

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　２　　営業外費用
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（2）資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 当初予算額 補正予算額 小　　　計 法26財源充
当額

継続逓
繰財源
充当額

合　　計

１ 資本的収入 △ 253,975,000

１ 企業債 △ 197,478,000

企業債 △ 197,478,000

２ 工事負担金 △ 59,000,000

工事負担
金

△ 59,000,000

３ 固定資産売却代金

固定資産
売却代金

４ 他会計負担金

他会計負
担金

△ 253,975,000

目

資本的収入合計

区　　　　分 予　　　　算　　　　額
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予 算 現 額 決　算　額

△ 159,565,329

△ 140,522,000

△ 140,522,000

水道企業債

△ 18,253,200

△ 18,253,200

工事負担金

△ 829

△ 829

固定資産売却代金

△ 789,300

△ 789,300

他会計負担金

△ 159,565,329

(款）   1   資本的収入 （項）　　１　　企業債

節 うち、仮受消
費税及び地
方消費税費　　目

単位（円）

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

予 算 現 額 決　算　額

△ 159,565,329

△ 140,522,000

△ 140,522,000

水道企業債

△ 18,253,200

△ 18,253,200

工事負担金

△ 829

△ 829

固定資産売却代金

△ 789,300

△ 789,300

他会計負担金

△ 159,565,329

(款）   1   資本的収入 （項）　　１　　企業債

節 うち、仮受消
費税及び地
方消費税費　　目

単位（円）

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減
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支　　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 継続費逓
次繰越額

流用増
減額

小　　計 法２６による繰
越額 合　　　計

　１　資本的支出 △ 256,228,000

　1　建設改良費 △ 256,424,000

事務費

堺泉北港水
道施設費

△ 48,439,000

配水管整備
費

施設整備費 △ 210,000,000

営業設備費

　２　企業債償還金

企業債償還
金

△ 256,228,000

目

資本的支出合計

区　　　分 予　　　　算　　　　額

単位（円）

法 ２ ６ に よる
繰越額

継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

給料

手当等

賞与等引当
金繰入額

法定福
利費
備消耗
品費

賃借料

委託料

請負工
事費

委託料

請負工
事費

補償金

請負工
事費

メーター
費

元金

(款）   1   資本的支出    （項）　　１　　建設改良費

不　用　額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額
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単位（円）

法 ２ ６ に よる
繰越額

継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

給料

手当等

賞与等引当
金繰入額

法定福
利費
備消耗
品費

賃借料

委託料

請負工
事費

委託料

請負工
事費

補償金

請負工
事費

メーター
費

元金

(款）   1   資本的支出    （項）　　１　　建設改良費

不　用　額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額

単位（円）

法 ２ ６ に よる
繰越額

継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

給料

手当等

賞与等引当
金繰入額

法定福
利費
備消耗
品費

賃借料

委託料

請負工
事費

委託料

請負工
事費

補償金

請負工
事費

メーター
費

元金

(款）   1   資本的支出    （項）　　１　　建設改良費

不　用　額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額
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